室蘭市様式　１

室蘭市建設工事入札参加資格審査申請書付票(付属票)

	申請者の商号

又は名称
	


　表１　建設業法による２９業種

	許可を受けている業種について、右表上段の番号を○で囲んで下さい。
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28
	29

	
	土木工事業
	建築工事業
	大工工事業
	左官工事業
	とび

・

土工工事業
	石工事業
	屋根工事業
	電気工事業
	管工事業
	タイル・れんが・

ブロック工事業
	鋼構造物工事業
	鉄筋工事業
	ほ装工事業
	しゆんせつ工事業
	板金工事業
	ガラス工事業
	塗装工事業
	防水工事業
	内装仕上工事業
	機械器具設置工事業


	熱絶縁工事業
	電気通信工事業
	造園工事業
	さく井工事業
	建具工事業
	水道施設工事業
	消防施設工事業
	清掃施設工事業
	解体工事業

	A
	特定建設業・一般建設業の許可区分(どちらかを○で囲む)
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般

	B
	経審を受けた業種に○印
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　表２　室蘭市が採用する１０工種 (希望工種番号を○印で囲む。ただし４工種まで)                                                                              　 表３　従業員数

	工種番号
	入 札 参 加

希 望 工 種
	　希望工種に対応する建設業の業種番号を○印で囲む。
	Ｃ完 成 工 事 高 (単位：千円)
(左欄で○印を付けた業種の総合評定値通知書（経営事項審査結果通知書）の完成工事高を合計して記載して下さい。)
	この欄は記載しないこと
	
	内 訳
	総従業員数
	うち本市

従業員数
	
	

	
	
	
	
	評　点

(X  1)
	総合評点

(P)
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	技 術
	人
	人
	
	

	
	
	
	年　間　平　均
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	一般土木工事
	１．５（経）．６．１１．１４．２９
	
	
	
	
	事 務
	人
	人

	2
	建築工事
	２．３．４．５（経）．１０．１１．１２．１６．１８．１９．２５．２９
	
	
	
	
	
	
	

	3
	電気工事
	８．２２．２７
	
	
	
	
	合 計
	人
	人

	4
	管工事
	９．２１．２４．２６．２７
	
	
	
	
	
	
	

	5
	舗装工事
	１３
	
	
	
	
	※　総従業員数は、市町村用様式９の

　総従業員数と一致すること。本市従業員数は、本市に支店等がある場合記入して下さい。

(平成３０年１月１日現在)

	6
	板金工事
	７．１５
	
	
	
	
	

	7
	塗装工事
	１７
	
	
	
	
	
	

	8
	機械器具工事
	２０．２８
	
	
	
	
	
	

	9
	造園工事
	２３
	
	
	
	
	
	

	10
	水道施設工事
	２６
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　　　　　　　計
	
	
	
	
	


[image: image1.emf]２年平均

評点

（Ｘ1）

*** 300,000 ***

プレキャストコンクリート構造物

*** 0 ***

般 *** 500,000 ***

般 *** 20,000 ***

*** ***

*** 10,000 ***

法 面 処 理 *** ***

*** ***

*** 25,000 ***

*** 17,000 ***

847,000

総合評定値通知書

経営規模等評価結果通知書



般

「石」から「清掃施設」までを省略

許可

区分

建設工事の種類

総合

評定値

（Ｐ）

完成工事高

土 木 一 式

般

とび・土工・コンクリート・解体（経過措置）

そ の 他

建 築 一 式

大 工

左 官

とび・土工・コンクリート

解 体

室蘭市様式　１

室蘭市建設工事入札参加資格審査申請書付票(付属票)

[image: image2.emf]一般土木工事分 300,000 + 11,000

建築工事分 500,000 + 20,000 + 14,000


	申請者の商号

又は名称
	□□□□建設株式会社


　表１　建設業法による２９業種

	許可を受けている業種について、右表上段の番号を○で囲んで下さい。
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28
	29

	
	土木工事業
	建築工事業
	大工工事業
	左官工事業
	とび

・

土工工事業
	石工事業
	屋根工事業
	電気工事業
	管工事業
	タイル・れんが・

ブロック工事業
	鋼構造物工事業
	鉄筋工事業
	ほ装工事業
	しゆんせつ工事業
	板金工事業
	ガラス工事業
	塗装工事業
	防水工事業
	内装仕上工事業
	機械器具設置工事業


	熱絶縁工事業
	電気通信工事業
	造園工事業
	さく井工事業
	建具工事業
	水道施設工事業
	消防施設工事業
	清掃施設工事業
	解体工事業

	A
	特定建設業・一般建設業の許可区分(どちらかを○で囲む)
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般
	特

・

般

	B
	経審を受けた業種に○印
	○
	○
	○
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　表２　室蘭市が採用する１０工種 (希望工種番号を○印で囲む。ただし４工種まで)                                                                              　 表３　従業員数

	工種番号
	入 札 参 加

希 望 工 種
	　希望工種に対応する建設業の業種番号を○印で囲む。
	Ｃ完 成 工 事 高 (単位：千円)
(左欄で○印を付けた業種の総合評定値通知書（経営事項審査結果通知書）の完成工事高を合計して記載して下さい。)
	この欄は記載しないこと
	
	内 訳
	総従業員数
	うち本市

従業員数
	
	

	
	
	
	
	評　点

(X  1)
	総合評点

(P)
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	技 術
	人
	人
	
	

	
	
	
	年　間　平　均
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	一般土木工事
	１．５（経）．６．１１．１４．２９
	311,000　　　　　　　
	
	
	
	事 務
	人
	人

	2
	建築工事
	２．３．４．５（経）．１０．１１．１２．１６．１８．１９．２５．２９
	534,000　　　　　　　
	
	
	
	
	
	

	3
	電気工事
	８．２２．２７
	
	
	
	
	合 計
	人
	人

	4
	管工事
	９．２１．２４．２６．２７
	
	
	
	
	
	
	

	5
	舗装工事
	１３
	
	
	
	
	※　総従業員数は、市町村用様式９の

　総従業員数と一致すること。本市従業員数は、本市に支店等がある場合記入して下さい。

(平成２９年１月１日現在) 

	6
	板金工事
	７．１５
	
	
	
	
	

	7
	塗装工事
	１７
	
	
	
	
	
	

	8
	機械器具工事
	２０．２８
	
	
	
	
	
	

	9
	造園工事
	２３
	
	
	
	
	
	

	10
	水道施設工事
	２６
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	2,000　　　　　　　
	
	
	
	

	合　　　　　　　　　　　　　　計
	847,000　　　　　　　
	
	
	
	


記入例





とび・土工・コンクリート工事については、解体工事の完成工事高がない場合、とび・土工・コンクリート・解体工事（経過措置）の完成工事高を参入してください。





とび・土工・コンクリート・解体工事（経過措置）の完成工事高を用いた場合は、とび・土工・コンクリート工事ととび・土工・コンクリート・解体工事（経過措置）の完成工事高の差分をその他工事の完成工事高から減じてください。





完成工事高の平均年数が２年ではなく３年で経営事項審査を受けている場合は、３年と読み替えてください。








